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1．はじめに
2016年 1月に，IASBより新リース会計基準（IFRS 16）が公表された。この新基準は，
国際会計基準審議会（International Accounting Standard Board, IASB）と米国財務会計基準
審議会（Financial Accounting Standard Board, FASB）によって 2006年より開始された現行
のリース会計基準（以下，IAS 17という）の改訂作業の最終成果である。両基準設定機
関は，新基準を公表する過程において，審議の成果として，2009年 3月に討議資料
「リース：予備的見解」を，2010年 8月にはリース会計基準「公開草案」（Exposure Draft）
を公表し，さらに 2013年 5月には公開草案の改訂版であるリース会計基準「再公開草
案」を公表し審議を重ねてきた。
新基準の改訂作業とともに，これまでリース会計基準の関連規準として規定されてきた
解釈指針についても，その内容ないし位置づけについて検討が進められてきた。そこで，
本稿では，リース会計基準と解釈指針の関連に着目し，新基準への移行にあたりこれらの
関係にどのような変化が生じ，リース取引の認識に関してどのような理論的問題が残され
ているかについて指摘することにしたい。本号では，IAS 17からの変化の比較対象とし
て，2013年公表の再公開草案とその後 IFRS 16公表直前までに公表された文章を取り上
げる。新基準である IFRS 16の内容については，本誌の次号で取り上げることにしたい。
2．IFRIC解釈指針第 4号におけるリース取引の判断
（1）IAS 17におけるリースの分類
周知のように，現行のリース会計基準である IAS 17は，リースを貸手が一括払または
複数回の支払いを得て，契約期間中，資産の使用権を借手に移転する契約であると定義す
る（IAS 17, par.4）。そして，これをファイナンス・リースとオペレーティング・リースに
大別する。リースが，資産の所有に伴うリスクと経済価値を実質的にすべて移転する場合
には，ファイナンス・リースに分類され，資産の所有に伴うリスクと経済的価値の実質的
移転を伴わないリースには，オペレーティング・リースに分類される（IAS 17, par.8）。こ
こにいうリスクとは，遊休または技術的陳腐化により生ずる損失の可能性および経済的諸
条件の変化に起因するリターンの変動の可能性を含むリース資産の所有に伴う一切のリス
クをいい，また，経済価値とは，当該資産の経済的耐用年数にわたる活動により収益が生
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じるという期待および価値増加または残存価値の実現による利得の期待によって表される
リース資産の所有によって生じる一切の経済価値をいう（IAS 17, par.7,8）1。
リース契約が，リスクと経済価値を借手に移転させるか否かは，具体的には，次の規準
によって判断する。
①リース期間の終了までに借手に資産の所有権が移転される場合
②借手が，選択権の行使日の公正価値よりも十分に低いと予想される価格で当該資産の購
入選択権を与えられており，リース開始日に当該選択権の行使が確実視される場合
③所有権が移転しなくても，リース期間が当該資産の経済的耐用年数の大部分を占める場
合
④リース開始日において，最低リース料総額の現在価値が，当該リース資産の公正価値と
少なくともほぼ等しくなる場合
⑤リース資産が特殊な性質のものであり，その借手のみが大きな変更なしで使用できる場
合（IAS 17, par.10）
これらの基準は，一般に，米国のリース会計基準である SFAS 13で用いられる呼称に
従い，それぞれ，①所有権移転規準，②割安購入選択権規準，③経済的耐用年数規準，④
現在価値規準，⑤特別仕様規準と呼ばれている2。さらにこれらに加え，次のような状況
もファイナンス・リースとして分類される基準となり得るとしている。
⑥借手が当該リース契約を解約できても，その解約に関連する貸手の損失は借手の負担と
なる場合
⑦残存資産の公正価値変動による利得または損失が，借手に発生する（例えば，当該リー
スの終了時における売却収益とほぼ一致する賃借料の割戻しのような形態による）場合
⑧借手が，市場の賃借料相場より十分に低い賃借料で，次期のリース契約を継続できる場
合（IAS 17, par.11）
これらの追加的基準も，米国基準に定められる基準に従ったものと解釈される。⑥は解
約にあたり借手が一定の経済的負担を負わねばならない状況をいうものであって，経済的
観点からみて実質的に当該契約が解約不能な場合とする解約不能規準に相当する。また，
⑦はリース資産からもたらされる最終的損益が借手の側にある状況をいう。⑧は割安更新
選択権規準である3（図表 1）。
これら諸条件のいずれかに該当するリースは，資産の所有に伴うリスクと経済的価値が
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・所有権移転規準
・割安購入選択権規準
・経済的耐用年数規準
・現在価値規準
・特別仕様規準
・その他リスクと価値が
移転する諸条件
左記の条件を満たさな
いリース
オンバランス オフバランス
ファイナンス・リース オペレーティング・リース
リース
借手に移転するものと見てファイナンス・リースに分類される。ファイナンス・リースに
分類されるリースについては，リース期間の起算日（リースの当初認識日）において，
リース開始日（リースの契約日またはリースの主要条項に合意した日のうちいずれか早い
日）に算定したリース物件の公正価値または最低リース料総額の現在価値のいずれか低い
金額で，リース資産およびリース負債を認識する（IAS 17, par.20）。一方，これらの諸条
件のいずれにも該当しないオペレーティング・リースは，リース料をリース期間にわたり
定額法によって費用として認識する（IAS 17, par.33）。
このように，リスクと経済価値の移転に基づいてリースを分類する考えの基礎には，い
わゆる「経済的実質優先」の思考が存在する。IAS 17ではこの点につき次のように述べ
ている。
「取引およびその他の事象は，単なる法的形式ではなく，その実質と財務上の実態に従
って会計処理し表示する。リース契約の法形式上，借手はリース資産の法的な所有権を取
得しないが，ファイナンス・リースの場合には，その実質および財務上の実態は，借手が
リース資産の使用による経済的便益をその経済的耐用年数の大部分にわたって取得すると
いうものであり，その対価として，当該権利と交換に，リース開始日において，当該資産
の公正価値およびそれに関連する金融費用に近似した金額を支払う義務を負担する。」
図表 1 IAS 17 のリースの分類
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（IAS 17, par.21）。
これは，リース契約のうち，リスクと経済価値を移転するファイナンス・リースについ
ては，たとえ法的所有権の移転がなくとも，その取得の形態が実質的に購入に近似し，自
己所有資産と同等の経済的機能を果たすため，その取引の経済的実質は資産を自己所有し
た場合と同視できると考えるものである。つまり，リスクと経済価値の移転という事実と
物的資産の法的所有という事実の近似性を根拠に資産および負債計上を導く考えである。
それゆえ，ファイナンス・リースについては，借手の側において自己所有した場合と同様
に資産計上するとともに，負担すべきリース料の支払義務を負債として計上することを求
めることになる。
以上のように，IAS 17では，ファイナンス・リースにかかる資産および負債を貸借対
照表に計上する理論的基礎に，契約内容の経済的実質を重視する考えがおかれている。契
約の中には，リース取引として直ちに判断されるものもあれば，リース取引としてみるか
否かの判断に一定の解釈を必要とする契約もある。そのため，契約の実質を判断し，IAS
17に従って会計処理するか否かを判断するための解釈指針がリース会計基準とは別に公
表されている。以下では，この解釈指針についてみていくことにする4。
（2）IFRIC解釈指針第 4号におけるリース取引の判断規定
ある契約が IAS 17に定義されているリースであるか否かを判断するための指針として，
国際会計基準審議会の基準解釈指針委員会（IFRIC）より解釈指針第 4号「契約にリース
が含まれているか否かの判断」（以下，IFRIC 4とする）が 2004年 12月に公表された5。
IFRIC 4は，外部委託契約，ネットワーク・サービス契約，テイク・オア・ペイ契約な
どのように，法的にはリースの形態をとらないものの，資産の使用権を移転する内容を持
つ契約が締結される場合に，当該契約を IAS 17に従ってリースとして会計処理すべきか
否かを判断するための指針を示したものである（IFRIC 4, par.1,2）。以下では，（ⅰ）契約
がリースであるか否かの判断，（ⅱ）リースに対する支払いとその他の支払いの区別に関し
て取り上げ，判断規準の内容について見ていくことにする。
（ⅰ）契約がリースであるか否かの判断
IFRIC 4では，契約がリースであるか否かについては契約の実質に基づき評価しなけれ
ばならないとし，そのための判断規準として次の二つを示している（IRIC 4, par.6）。
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a）契約の履行が，特定の資産や資産群の使用に依存しているかどうか
b）契約により，当該資産を使用する権利が与えられるかどうか
まず，a）の規準は，特定の資産の使用を要件とするリースとこれを要件としない他の
サービス契約とを区別するための基準である（IFRIC 4, BC.24）。この際，特定の資産が契
約において明示的に識別されてはいるが，契約の履行が当該特定資産の使用に依存せず，
他の代替資産によって契約を履行する権利が供給者の側に存在する場合には，当該資産は
リースの対象とはならない（IFRIC 4, par.7）。また，特定の資産への依存が契約において
明示されていることが必ず求められるわけではない。供給者が他の代替資産の使用によっ
て義務を履行することが採算に合わないか現実的ではないという理由により資産が明示さ
れない場合もあるからである。そうした例には，供給者が適切な資産を一つしか有してい
ない場合や，購入者のニーズに合わせカスタマイズされているなどがある（IFRIC 4,
BC.25）。
次に，b）の規準は，契約によって購入者に原資産の使用を支配する権利が移転されるこ
とを示すものであり，次のいずれか一つを満たす場合であるとされる（IFRIC 4, par.9）。
ア）購入者は，当該資産を，当該資産からのアウトプットまたは他の用益のうち無視でき
ない量を取得または支配しつつ，指定した方法で，操業するかまたは他者に操業させ
る能力または権利を有している。
イ）購入者は，当該資産からのアウトプットまたは他の用益のうち無視できない量を取得
または支配しつつ，原資産への物理的なアクセスを支配する能力または権利を有して
いる。
ウ）事実と状況から，契約期間中に当該資産によって製造または生成されるアウトプット
または他の用益のうち無視できない量を，当該購入者以外の当事者が取得する可能性
はほとんどないことが示唆され，当該アウトプットに対して購入者が支払う価格は契
約上のアウトプット単位当たりで固定されておらず，またアウトプットの引渡時点に
おけるアウトプット単位当たりの現在市場価格とも等しくない。
このうち，ア）およびイ）の規準は当該資産からのアウトプットまたは他の用益のうち無
視できない量を取得または支配しつつ，当該資産を操業する能力，あるいは当該資産への
物理的なアクセスを支配することをもって使用権が移転するとみる内容となっている。ま
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外部委託契約，ネットワーク・サービス契約，テイク・オア・ペイ契約などのように，
法的にはリースの形態をとらないものの，資産の使用権を移転する内容を持つ契約を
締結する場合に，当該契約にリースが含まれると判断するか否か
IFRIC4
契約にリースが含まれるか否かは次の a），b）の２要件によって判断する。
a）契約の履行が特定の資産や資産群の使用に
依存しているか
b）契約により当該資産の使用する権利が与え
られるか
判断の指針 
資産の特定を単なる契約上の明示の有無によっ
てではなく実質に基づき判断する。  
 
 
 
 
 
判断の指針 
原資産の使用を支配する権利を移転する場合
であり，次のいずれかを満たすことが条件と
なる。
Yes No
契約はリースと見なされず，サー
ビスとして会計処理される。
契約はリースと見なされ IAS17
に従って会計処理される。
・資産からのアウトプットまたは他の用益の
うち無視できない量を取得または支配しつ
つ，指定した方法で操業するかまたは他者
に操業させる能力または権利を有してい
る。
・資産からのアウトプットまたは他の用益の
うち無視できない量を取得または支配しつ
つ，原資産への物理的なアクセスを支配す
る能力または権利を有している。
・事実と状況から，契約期間中に資産によっ
て製造または生成されるアウトプットまた
は他の用益のうち無視できない量を購入者
以外の当事者が取得する可能性はほとんど
ないことが示唆され，当該アウトプットに
対して購入者が支払う価格は契約上のアウ
トプット単位当たりで固定されておらず，
またアウトプットの引渡時点におけるアウ
トプット単位当たりの現在市場価格とも等
しくない。
・契約上特定資産が明示されていても他の代
替資産によって契約を履行する権利が供給
者の側に存在する場合には，契約はリース
とはならない。
・供給者が適切な資産を一つしか有していな
かったり，購入者のニーズに合わせカスタ
マイズされているケースなど他の代替資産
の使用が起こりえない場合には，契約上資
産が明示されていなくてもリースと判断さ
れる。
た，ウ）の規準は，同様に当該資産からのアウトプットまたは他の用益に着目し，それを
排他的に取得または支配しうることに加え，リース料が当該資産の使用実績ではなく使用
に供される期間に対して支払われることを意味している6。
（ⅱ）リースに対する支払いとその他の支払いの区別
上記規準により契約がリースであるか契約にリースが含まれると判断された場合には，
図表 2 IFRIC 4 の取引の判断
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当該契約のリース要素部分は IAS 17に従って会計処理されることになる。その際に，契
約によって要求される対価は，リースに対するものとそれ以外の要素に対するものとに区
別して会計処理される。IAS 17に定義される最低リース料総額がリースに対する支払いの
みを対象としており，他の要素に対する支払額を含まないからである（IFRIC 4, par.13）。
この場合に，対価の区別は，リース要素とそれ以外の要素の公正価値に基づくか，類似資
産または類似契約を参照した見積法に基づき行われる（IFRIC 4, par.14）。この区別が実行
不可能な場合には，当該契約がファイナンス・リースの場合にはリース対象原資産の公正
価値を用い，オペレーティング・リースの場合には契約のすべての支払額をリース料とし
て処理するとされている（IFRIC 4, par.15）。
（3）小括
以上のように，IAS 17がリスクと経済価値の移転に照らしてリース取引をファイナン
ス・リースとオペレーティング・リースに分類する基準であるのに対して，IFRIC 4は外
部委託契約，ネットワーク・サービス契約，テイク・オア・ペイ契約などの特殊な契約に
ついて，リースとして会計処理するか否かを判断する基準である。すなわち，これらは異
なる働きをする基準として整備されてきたものである。しかしながら，IAS 17と IFRIC 4
は，ともに「物」としての資産の取得との近似性を条件にリースの会計処理を規定してい
るものと解することができる。それは，上述のように，IAS 17では資産の所有に伴うリ
スクと経済価値の移転の有無でファイナンス・リースとオペレーティング・リースを区分
し，前者に資産を所有した場合と同様のオンバランス処理を課す内容となっているからで
ある。また，IFRIC 4でも，具体的な原資産の使用という特定資産との結びつきを重視
し，特定資産の使用に依存しかつ資産の使用権を移転する契約であることを条件に，リー
スと同様の処理を定めているからである（図表 3）。
3．2013年再公開草案におけるリース取引の判断
（1）再公開草案におけるリース取引の定義と分類
①リースの定義と認識モデル
これまでの IAS 17の改訂作業7の中で提案されてきたリース取引の認識モデルは，公表
資料ごとに会計処理上の差異がみられるものの，その基底には共通して使用権モデルと呼
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リース取引 リースと見なされない取引
IAS17 IFRIC4
資産の取得との近似
性により分類
特定資産との結びつ
きにより分類
サービスリース
ファイナン
ス・リース
オペレーティ
ング・リース
ばれるリース取引の認識アプローチが置かれている。このモデルでは，リース取引が，借
手に対して，リース期間にわたりリースされた資産を使用する権利を移転することに着目
し，借手が認識するリース取引をリース物件それ自体の「物」の取得取引とみるのではな
く，物件を使用する「権利」の取引とみる。そのため，リース物件の取得と同視できない
取引であっても，リース物件を使用できる「権利」の取得があれば認識対象となる。その
ことにより，現行基準の基礎に置かれる「リスク・経済価値アプローチ」と比べオンバラ
ンスの範囲が拡大することになる。具体的には，現行基準では「物」の取得と同視できな
いためオンバランスの対象とならないオペレーティング・リースについても，使用権の移
転が認められる限り認識の対象となるわけである（図表 4）。
②リースの識別
再公開草案では，リースを定義したすぐ直後に，リース取引の識別規準を定めてい
る8。識別規準は，ある契約が，リース契約であるか，リース契約を含む契約であるか，
あるいはそのいずれでもないかの判断に関して，契約の開始時に評価することを要求す
リース会計基準 認識されるリース契約 オンバランスの範囲
IAS 17など各国の現行リース会
計基準。
リース物件に係わるリスクと便益
の移転
ファイナンス・リースに限定され
る。
IASBと FASBの共同プロジェク
トにより検討されている現行基準
の改訂案。
リース物件を使用する権利の移転 現行のオペレーティング・リース
も含むリース取引に拡大される。
図表 3 IAS 17 と IFRIC 4
図表 4 使用権モデルにおける認識対象の変化
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る。これは，上述した現行の IFRIC 4に相当するものである。その内容も，IFRIC 4と同
様に，次の二つの規準に照らして判定することとされ，これらのいずれも満たす契約が
リース契約となる（7項）。
a）当該契約の履行が，特定の資産の使用に依存するかどうか。
b）当該契約が，特定の資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に
移転するかどうか。
これら二つの規準の適用にあたっての具体的な指針について，再公開草案では次のよう
に説明する。
まず，契約の履行が特定の資産の使用に依存するという a）の規準は，財またはサービ
スの提供者が保有するリース資産の入れ替え権の存在によって判断する。これは，資産が
契約に明記されることにより特定されていても，契約の履行が特定された資産の使用に依
存しない場合があるためである（8項）。提供者が実質的な入れ替え権を有しているか否
かは次の二つの条件によって判断される。ⅰ）供給者が，当該資産の代替資産への入れ替
えを顧客の同意を要さずに行うことができる。ⅱ）供給者が当該契約の期間中に当該資産
の代替資産への入れ替えを行うことを妨げる（経済的または他の）障害がない場合である
（9項）。
次に，契約が特定の資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転す
るという b）の規準は，ⅰ）特定された資産の使用を指図する能力とⅱ）特定された資産の
使用により便益を得る能力の存在によって判断する（12項）。これらのいずれも有する場
合には当該資産の使用から得られる経済的便益に，重大な影響を与える権利とそれを得る
権利を有していると判断されるからである（13項，18項）。
再公開草案では，識別規準を定める必要性について，多くの契約がリースとリース以外
の両方の構成部分を含んでいるため，契約をリース構成部分と非リース構成部分とに分離
してリース契約を識別したうえで，当該リース構成部分について本基準に従って会計処理
することを要求するためであると示している（BC 112-116）。
現行のリース会計基準である IAS 17にはこうした規定は置かれていない。上述のよう
に，ある契約がリースであるか否かを判断するための指針としては，IAS 17とは別に
IFRIC 4が定められている。しかも，IFRIC 4は，原則として，外部委託契約，ネット
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再公開草案
判断の指針
供給者が保有するリース資産の入れ替え権の
存在によって判断する。次のような場合には，
資産が契約に明記され特定されていたとして
も，契約の履行が特定資産の使用に依存して
いると判断されない。
判断の指針
次の二つの能力のいずれも有する場合には，
特定資産の使用から得られる経済的便益に重
大な影響を与える権利と当該経済的便益を得
る権利を有している判断されるため，特定資
産の使用を支配する権利を得ていると判断す
る。
契約が，リース契約であるか，あるいはリース契約を含む契約であるか，あるいはそ
のいずれでもないかの判断に関して，契約の開始時に評価する。
・特定資産の使用を指図する能力
・特定資産の使用により経済的便益を得る能
力
・供給者が代替資産への入れ替えを顧客の同
意を要さずに行うことができる。
・供給者が契約期間中に代替資産への入れ替
えを行うことを妨げる経済的または他の障
害がない。
契約にリースが含まれるか否かは次の a），b）の２要件によって判断する。
a）契約の履行が特定の資産の使用に依存して
いるか
b）契約が特定の資産の使用を支配する権利を
一定期間にわたり対価と交換に移転するか
Yes No
契約はリースと見なされず，他の会
計基準に従って会計処理される。
契約はリースと見なされ再公開草
案に従って会計処理される。
ワーク・サービス契約，テイク・オア・ペイ契約などのように，法的にはリースの形態を
とらない契約であってもリースとして会計処理すべきかを判断するための指針を提供する
ものであった。すなわち，特殊な取引事例を判断するための規準であったわけである。
それに対して，再公開草案では，こうした規定がリースの定義を定めた直後にリースの
識別規準として，当該会計基準の対象となる取引であるか否かを判断するより一般化され
た上位の規定として会計基準内に組み込まれているのである（図表 6）。
③リースの分類
上記の識別規準によってリースと判定された取引は，次に，リースの分類基準によって
二つのタイプのリースに分類される。具体的には，リース期間中に，リース資産が有する
図表 5 再公開草案の取引の判断
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経済的便益をどのように消費するかに応じて，リース物件が有する経済的便益の重大では
ないとは言えない部分を消費するリースをタイプＡ，リース物件が有する経済的便益の重
大でない部分のみを消費するリースをタイプＢに分類する（28―30項）。一般的には，タ
イプＡに属する資産には機械設備などの不動産以外の資産が，タイプＢには不動産が該当
することになる（図表 7）。
ここでは，リース資産の経済的便益の消費の程度に基づいてタイプＡとタイプＢへ分類
されるため，この分類は消費原則と呼ばれている（図表 8）。
タイプ Aとタイプ Bに分類されたリース取引は，さらに，経済的耐用年数と現在価値
とを考慮に入れ，再分類される（29項，30項）。これらの考慮によりタイプ Aの資産で
あってもタイプ Bに分類される場合があり，またその逆もありうる（図表 9）。また，こ
れに加えて，借手が購入オプションを行使する重大な経済的インセンティブを有している
場合には，当該リースは資産の性質，経済的耐用年数および現在価値にかかわらず，すべ
てタイプ Aのリースとして分類される（31項）9。
リースの分類 消費の程度 対象資産
タイプＡ
リース物件が有する経済的便益の重大
ではないとは言えない部分を消費する
機械設備など不動産以外の資産
タイプＢ
リース物件が有する経済的便益の重大
でない部分のみを消費する
不動産
図表 6 リースの識別規準の位置
図表 7 タイプA とタイプBリースの分類
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リース開始時点 リース期間中のリース物件の消費 リース終了時点
消費された資産部分
重要でない資産消費
タイプB
タイプA
タイプB
タイプA
Equipment
Property
（2）再公開草案におけるリース取引の判断の設例
再公開草案では，リースの識別の判断事例としていくつかの設例を示している。それら
は次節で取り上げるその後の展開の中でより詳細に示されているので，ここでは上述した
再公開草案のリースの識別規準の特徴を理解するうえで適切と思われる二つの設例を取り
上げる（図表 10）。
図表１０に示した経済的に類似する二つの設例のうち，前者①では，契約によって特定さ
れた 3本のファイバーを 15年間使用する。契約によって，使用するファイバーが特定さ
れ，貸手の側にこれを入れ替える権利がなく，かつ，このファイバーはケーブルの中の他
のファイバーと物理的に区別できるため，当該契約の履行が特定の資産の使用に依存する
という a）の条件を満たす。また，当該ファイバーの使用を自ら指図でき，かつそこから
生じる経済的便益も支配するため，当該契約が特定の資産の使用を支配する権利を一定期
間にわたり対価と交換に移転するという b）の条件も満たす。そのため，この契約はリー
対象分類 経済的耐用年数と現在価値の考慮 再分類
タイプＡ
不動産以外
タイプ Aリースが次のいずれかに該当する場合
①リース期間が原資産の経済的耐用年数全体のうち重大ではない部分
②リース料の総額の現在価値が開始日現在の原資産の公正価値に比べて重大ではない
タイプ B
タイプＢ
不動産
タイプ Bリースが次のいずれかに該当する場合
①リース期間が原資産の残りの経済的耐用年数の大部分である
②リース料の総額の現在価値が開始日現在の原資産の公正価値のほぼ全額である
タイプ A
図表 8 消費原則のイメージ図
出所：IASB（2013），p. 5の一部加筆。
図表 9 経済的耐用年数と現在価値を考慮した再分類
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スとして分類される。
一方，後者②では，顧客は①と同様量のファイバーを使用することができるが，それが
特定の資産として契約によって明示されていなく，他の資産と物理的に区別もされないた
め a）の条件を満たすことはない。また，供給者の側にファイバーの使用を指図する権利
があるため b）の条件も満たさない。そのため，この契約はリースとして分類されないこ
とになる。
このように，再公開草案では，上記 a）および b）の規準に照らしリースが識別されるこ
とになり，契約のリースへの分類とその他サービスへの分類がまず初めに行われることに
なる。その内容を注視すると，再公開草案では使用権モデルが採用されるものの，具体的
なリースの識別判定にあたっては，リース資産の物的性質が重視されていることが理解で
きる。②のケースが明確に示すように，ここではファイバーを使用する権利を得ていなが
らも，資産を物的に特定できないために，リースとしては識別されないことになるからで
ある。
（3）小括
これらのリース取引の認識に関する規定からわかるように，再公開草案は，リース物件
の使用権という「権利」に着目したリース資産のオンバランスを行う基準であるものの，
リースの識別規準およびリースの分類規準には，依然として「物」の計上を行う際に重視
される思考が採用されていることが確認できる。
まず，識別規準では，IAS 17とともにリース会計を規制する IFRIC 4とほぼ同じ二つの
①
顧客が，より大きなケーブル（香港と東京を接続している）の中の 3本の特定された物理的に区分でき
るダーク・ファイバーを使用する権利について 15年の契約を締結する。顧客は，ファイバーの各末端
を自らの電子機器に接続することにより，ファイバーの使用に関する決定のすべてを行う（すなわち，
顧客がファイバーを「点灯する」）。ファイバーが損傷した場合には，供給者は修理と維持管理に責任を
負う。
②
顧客が，香港と東京を接続するケーブルの中の所定の量の稼働能力を使用する権利について 15年契約
を締結する。所定の量は，顧客がケーブル内の 3本のファイバーの全稼働能力を使用することに相当す
る（ケーブルには同様の稼働能力を有する 15本のファイバーが含まれている）。供給者は，データの送
信に関する決定を行う（すなわち，供給者がファイバーを点灯し，顧客の通信量を送信するためにどの
ファイバーを使用するのかに関する決定を行う）。
図表 10 再公開草案の取引設例
出所：IASB（2013），p.10。
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判断指標（上述の a）と b））によりリース契約を識別する規準が規定されている。そこで
は，特定の資産が明確にされていなければならないことが定められており，「権利」とい
うよりむしろ「物」との結びつきが求められる規定内容となっている。
次に，分類基準では，リース物件の性質と性質に応じた経済的便益の消費の程度から
リースをタイプ Aリースとタイプ Bリースに分類することが規定されている。タイプ A
リースは，資産が有する経済的便益が使用や時の経過に応じて消費される資産が該当し，
設備資産などが想定されている。また，タイプ Bリースは，資産が有する経済的便益が
使用や時の経過に応じて消費されない資産が該当し，不動産が想定されている。こうして
資産の物的特性に応じてリースを分類することが定められている。しかも，タイプ A
リースとタイプ Bリースとして分類されても，当該資産の経済的耐用年数と現在価値を
判断規準として再分類される。この場合の経済的耐用年数規準と現在価値規準は IAS 17
によって採用されているファイナンス・リースの判定規準と同様であり，やはり，「物」
との結びつきが強く求められる内容となっている。
4．2013年再公開草案以後の展開
（1）IASB（2015a）におけるリース取引の判断
再公開草案で示された，リースの識別規準はその後のリース会計基準設定の審議過程に
おいて公表された「リースの定義」（IASB, 2015a）によって，より具体的に展開されるこ
ととなった。その特徴点を示すと次のようになる。
まず，リースの定義そしてリースとサービの識別について次のように示している。リー
スは，対価と交換に一定の期間にわたり顧客に資産を使用する権利を移転する契約である
とし，これは顧客（借手）が特定の項目を使用する権利を支配する時に存在するとしてい
る。そして，当該支配が存在するのは，顧客が一定期間にわたり項目を排他的に使用し，
その使用方法を決定しうる時であるとする（4頁）。そして，リースとサービスは，この
支配によって区別され，貸手が特定の項目の使用の支配を留保するときには，当該契約は
サービスに分類される（図表 11）。その場合には，顧客はリース開始時点で資源の支配を
獲得しておらず，代わりに将来受け取るであろう特定のサービスを購入する義務を負うこ
とになる（3頁）。
次に，こうしたリースの定義は，現行のリースの定義や IFRIC 4の定義と実質的に類似
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サービスリース
支配の存在
契約
借手に支配が移転 貸手に支配が留保
顧客（借手）が一定期間に
わたり特定の資産項目を
排他的に使用し，その使用
方法を決定しうるときに
支配が存在する
するものの，支配の概念を他の会計基準上の支配の概念とより密接に整合させるため，そ
して現行のリースの定義のガイダンスに関して生じた実務上の問題に対処するために定義
に付随する指針が変更されるとしている（4頁）。そしてその変更点と変更理由をおおよ
そ次のように示している。
①再公開草案は，契約の履行が特定の資産の使用に依存しているか否かの判断の指針と
して，入れ替えに対して経済的または他の障害がない場合に当該入れ替え権が実質的とな
る（すなわち，特定の資産に依存しない）と規定していた。しかし，経済的な障害を構成
するものについて不十分な指針しかなく，提案されたガイダンスは適用するには主観的と
なってしまうという心配が寄せられた。そこで，2014年中に両審議会で行われた再審議
において資産を入れ替える提供者の権利は，（a）供給者が資産を入れ替える実務上の権利
を有し，かつ（b）提供者が資産を入れ替えることから便益を得る場合に実質的となると変
更が行われた。また，提供者の入れ替え権が実質的であるかどうかを顧客が決定すること
が実行可能ではない場合には，顧客は当該権利が実質的ではないと仮定するとしている
（8頁）。
②再公開草案は，資産の使用を支配するか否かの判断の指針として，特定の資産の使用
を指図する能力と，特定の資産の使用により経済的便益を得る能力を獲得することを規定
していた。これを明確にするために，顧客が資産の使用を支配するためには，（a）資産を
図表 11 IASB（2015 a）におけるリースとサービスの区別
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排他的に使用し，かつ（b）資産の使用を指図することが必要であるとしている。この場合
に，顧客は，契約期間中に資産を使用することから生じる経済的便益の実質的にすべてを
得る権利を持つ時に，資産を排他的に使用できることとなる。また，顧客が，契約期間中
にどのようにして，そしてどのような目的のために（how and for what purpose）資産を使
用するかを変更する能力を持つ時，そして資産をどのように稼働しまたは設計するかを顧
客が決定する時に，資産の使用を指図しうるとしている（9頁）。
③再公開草案では，借手は，契約上のリースとサービスを分離し，リース会計の要求を
リースの構成要素のみに適用すべきこと，そして関連する独立価格ベースに基づき区別さ
れたリースとサービスの構成要素に支払い金額を配分することを要求していた。この適用
を簡素化するために，契約全体をリースとして会計処理するオプションを導入した。すな
わち，借手はリース資産のクラスごとに，契約全体をリースとして会計処理することを選
択しても良いことになる（10頁）。
最後に，リースの定義と付随するガイダンスを適用する 6つの取引例を示し，リースが
存在するか否かを決定する際の指針を与えている（文末図表の取引例 1を参照）。
（2）IASB（2015b）におけるリース取引の判断
IASBは，2015年 10月にリースの定義に関する追加的情報を含む文章「リースの定
義」（IASB, 2015b）を公表した。これは，上記文章をアップデートしたもので，新リース
会計基準においてリースがどのように定義されるかについての概観と適用ガイダンス並び
に取引設例を示したものである。その特徴点を示すと次のようになる。
ここでは，リースとサービスの識別について次のように定義している。リースは，顧客
（借手）が資源の支配（資産を使用する権利）を獲得する際に生じ，サービスは貸手（供
給者）が資源の使用の支配を留保する際に生じる（2頁）。すなわち，リースの存在は，
借手が契約期間にわたり資産の使用を支配するかどうかに依存するわけである。この際，
特定資産の使用の支配は，二つの点から判断される。一つは，使用期間にわたり特定の資
産から生じる経済的便益の実質的にすべてを得る権利を獲得したかという点，いま一つは
使用期間にわたり特定の資産の使用を指図し得るかという点である。そしてこれらの前提
として，まず特定資産が存在するかという点が問われることになる。以下これらの点につ
いて，文章の特徴点を明らかにする。
―１７―
①特定の資産が存在するか
まず，特定資産の存在について，次のように定義する。資産は，通常，契約によって明
示（または暗示）されることによって典型的に特定される。しかしながら，資産が特定さ
れたとしても，提供者が使用期間にわたり実質的な入れ替え権を持つとき，借手は特定資
産を使用する権利を持たないことになる。実質的な入れ替え権とは，供給者が使用期間に
わたり代替資産に入れ替える実際上の権利を持ち，かつ提供者が資産の入れ替え権の行使
から経済的に便益を得る場合である。これは契約開始時点において，発生しそうにない将
来事象を考慮せず判断される（3頁）。
また，資産の一部を使用する契約の場合，資産の容量の一部が物理的に区別される場合
には特定の資産が存在するものとし，物理的に区別されない場合には特定資産は存在しな
いとする（4頁）。
②特定の資産から生じる経済的便益の実質的にすべてを得る権利を得たか
次に，特定資産の使用を支配するための一つ目の条件である使用期間にわたり特定の資
産から生じる経済的便益の実質的にすべてを得る権利を得たかという点について，次のよ
うに定義する。顧客は，資産の使用から明示的または暗示的に，資産の使用，保有または
サブリースのような，多様な方法で，経済的便益を得ることができる。資産の使用から生
じる経済的便益の実質的にすべてを得る権利を評価する際には，企業は資産を使用する顧
客の権利の限定的な範囲内で資産の使用から生じる経済的便益を考慮することになる。例
えば，契約が自動車の使用をある特定の地域のみに制限する場合，企業は特定の地域内で
の自動車の使用からの経済的便益のみを考慮するのであって，それを超える範囲からの経
済的便益は考慮しないことになる。また，契約が，資産の使用に由来するキャッシュ・フ
ローの一部を対価として供給者または他の当事者に支払うことを顧客に要求する場合に
は，対価として支払われる当該キャッシュ・フローも顧客が資産の使用から得る経済的便
益の一部として考慮することになる。例えば，顧客が小売りスペースの使用から生じる売
上の一部割合を当該使用に対する対価として供給者に支払うことを要求される場合に，当
該要求は顧客が小売りスペースの使用から経済的便益の実質的にすべてを得る権利を持つ
ことを妨げるものではないとする。これは，当該売上から生じるキャッシュ・フローは顧
客が小売りスペースの使用から得る経済的便益であり，その一部をその後当該スペースを
―１８―
使用する権利に対する対価として供給者に支払う，と考えられるからである（5頁）。
③特定の資産の使用を指図し得るか
特定資産の使用を支配するための二つ目の条件である特定の資産の使用を指図する権利
については，次のいずれかを満たす場合に生じるとしている。それは，（a）顧客が，どの
ようにして，そしてどのような目的のために資産が使用されるかについて重要な決定を行
う権利を持つことにより，どのようにして，そしてどのような目的のために資産が使用さ
れるかを指図する権力を持つ場合である。あるいは，（b）どのようにして，そしてどのよ
うな目的のために資産が使用されるかについての重要な決定があらかじめ決定されてお
り，かつ（ⅰ）顧客が使用期間にわたり資産を稼働する権利を持ち（あるいは顧客が決め
た方法で資産を稼働するよう他社を指図する権利を持つ），供給者はこうした稼働の指揮
を変更する権利を持たないか，または（ⅱ）顧客が，資産が使用期間にわたりどのように
して，そしてどのような目的で使用されるかをあらかじめ決定する方法によって資産（ま
たは資産の特定の局面）を設計する場合であるとしている（6頁）。
ここでは，「どのようにして，そしてどのような目的で資産が使用されるか」および
「重要な決定」という 2点が資産の使用を指図する権利を判断するうえで鍵となる概念と
なっていることが理解できる。このうち，前者に関しては，資産が「どのようにして，そ
してどのような目的で使用されるか」を変更できる場合には，資産が「どのようにして，
そしてどのような目的のために使用されるか」を指図する権利を持つとされている。この
評価の際に，企業は，資産の使用期間にわたり「どのようにして，そしてどのような目的
のために資産が使用されるか」を変更する最も重要な決定権を考慮する。そして，この決
定権は，資産の使用に由来する経済的便益に影響を与える時，重要となる（6頁）。これ
には例えば次のものがあるとされる（7頁）。
（a）資産によって生み出される産出物のタイプを変更する権利（例えば，シッピングコン
テナを貨物を輸送するために使用するか，または保管のために使用するかを決定した
り，あるいは小売りスペースで販売する商品ミックスを決定すること）
（b）産出物がいつ生み出されるかを変更する権利（例えば，いつ機械設備や発電設備が使
用されるかを決定すること）
（c）産出物がどこで生み出されるかを変更する権利（例えば，トラックや船舶の到着地を
―１９―
借手が特定の資産の使用を支配しているかは，次の２要件によって判断する。
特定の資産から生じる経済的便益の実質的に
すべてを得る権利を得たか。
使用期間にわたり特定資産の使用を指図でき
るか。
判断の指針
資産を使用する顧客の権利の範囲，および資
産の使用に由来するキャッシュ・フローにつ
いて，その実質を考慮することによって経済
的便益の実質的にすべてを得る権利を得たか
否か評価する。
判断の指針
次の条件を満たすことにより，特定の資産の
使用を指図する権利を持つと判断する。
契約が，リース契約であるか，あるいはサービスであるかの判断。
契約はサービスと見なされる。契約はリースと見なされる。
・顧客が，どのようにして，そしてどのよ
うな目的のために資産が使用されるかに
ついて重要な決定を行う権利を持つ場
合。あるいは，
・当該権利があらかじめ決定されている場合
には，顧客が使用期間にわたり資産を稼働
する権利を持ち，供給者はこうした稼働の
指揮を変更する権利を持たないか，または，
顧客が使用期間にわたり資産をどのように
して，そしてどのような目的で使用するか
をあらかじめ決定するように資産を設計す
る場合。
Yes No
特定の資産が存在するか
供給者が資産の実質的
な入れ替え権を持つと
き，また，資産の一部
を使用する契約におい
て資産の容量の一部が
物理的に区別されない
ときには特定資産は存
在しない。
決定すること，あるいはどこで設備が使用されるかを決定すること）
（d）産出物が生み出されるかどうかを変更する権利（例えば，発電設備から電力を産出
するかそして発電設備からどれほどの電力を産出するかを決定すること）
最後に，こうした内容を持つリースの定義とガイダンスを適用する 18の取引例を示し，
図表 12 IASB（2015b）の取引の判断
―２０―
リースが存在するか否かを決定する際の指針を与えている（文末図表の取引例 2を参
照）。
5．結びに代えて
本稿では，リース取引を規制する会計基準に関して，特に，リース会計基準の再公開草
案と現行基準である IAS 17と IFRIC 4とを対比して，規定上にどのような変化が生じて
いるか，特徴点を明らかにしてきた。その内容を整理した上で多少敷衍して指摘すれば次
のようになる。
第一は，リース取引の識別規準の外形上の特徴である。IFRIC 4が外部委託契約，ネッ
トワーク・サービス契約，テイク・オア・ペイ契約などのように，法的にはリースの形態
をとらない取引に対して，リースとして会計処理すべきか否かの判断指針として設定され
ていたのに対して，再公開草案ではこれを会計基準内に規定している。しかも，リースと
それ以外の契約とを区別する規準としてリース会計基準の冒頭に位置づけ，その内容も外
部委託契約・ネットワーク・サービス契約・テイク・オア・ペイなどの特殊な取引に限定
されることはない。すなわち，識別規準がより一般化して規定されているのである。
第二は，識別規準の外形上の変化に起因する会計処理と判断の複雑化である。再公開草
案およびそれ以降に公表された文章では，IFRIC 4や公開草案と比較してリース取引の判
断の指針が詳細になっている。詳細な指針に従った判断をすべてのリース取引とそれに関
連する取引に対して行うとすれば，手間と煩雑さとが増加することが懸念される。また，
原則処理を基本理念とする IFRSでは数値規準に基づく取引判断はなされないと考えられ
るので，判断の複雑化をもたらす可能性がある。
第三は，使用権モデルと再公開草案およびそれ以降に公表された文章に内在する規準と
の整合性問題である。再公開草案およびそれ以降に公表された文章には，識別規準と分類
規準内に「物」の所有との類似性に基づきオンバランスを規定する規準と親和性の高い要
件が採用されている。識別規準では，リースとして認識されるためには特定の資産が存在
することが要件とされ，特定資産の存在を供給者（貸手）が保有する入れ替え権や当該資
産の物理的な区別可能性に照らして判断することが示されている。資産の入れ替え権や，
資産の物理的な区別可能性は「物」の支配に対する権利と整合する要件と見なされよう。
また，分類基準では物件の性質に基づく分類や物件の経済的耐用年数と現在価値とを判断
―２１―
規準にしてリースを分類する要件が定められている。これらも，リース資産の「物」とし
ての性質と整合する要件とみなされよう。再公開草案が前提とする使用権モデルとこうし
た「物」を重視する認識要件を結びつける必然性は明らかにされていない。
第四は，こうした識別規準の一般化，取引判断の複雑化および「物」を重視する要件を
利用してリース取引を自ら都合の良いように組成する可能性に対する懸念である。使用権
モデルに基づくリース会計基準の改訂の動機の一つは，これまでオペレーティング・リー
スを利用して行われてきたリース取引のオフバランス問題に対処することにあった。新基
準によってもリース取引のオフバランスが生じるのであれば，基準の改訂目的が達成され
ないことにもなるのである10。
以上のような特徴を持つ再公開草案およびそれ以降に公表された文章において明らかに
されてきたリース会計に対する規制内容が，新基準においてどのように展開されたかにつ
いては，本誌次号において検討することにしたい。
―２２―
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使
用
に
つ
い
て
４
年
契
約
を
締
結
す
る
。
契
約
の
開
始
時
点
で
ト
ラ
ッ
ク
製
造
業
者
は
ト
ラ
ッ
ク
を
食
品
会
社
の
敷
地
内
に
移
送
す
る
。
食
品
会
社
は
４
年
間
に
わ
た
り
ト
ラ
ッ
ク
を
ど
こ
で
，
い
つ
，
そ
し
て
ど
の
よ
う
に
使
用
す
る
か
を
決
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
契
約
は
，
ト
ラ
ッ
ク
が
ト
ラ
ッ
ク
製
造
業
者
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
る
タ
イ
ヤ
の
交
換
を
含
む
毎
年
の
メ
イ
ン
テ
ナ
ン
ス
・
チ
ェ
ッ
ク
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
明
記
し
て
い
る
。
顧
客
が
資
産
の
使
用
を
支
配
し
て
い
る
。
食
品
会
社
は
，
４
年
の
全
契
約
期
間
に
わ
た
り
ト
ラ
ッ
ク
の
排
他
的
使
用
権
を
持
ち
，
そ
し
て
そ
の
使
用
方
法
を
決
定
す
る
。
す
な
わ
ち
，
食
品
会
社
は
当
該
ト
ラ
ッ
ク
に
よ
っ
て
ど
の
商
品
が
輸
送
さ
れ
る
か
，
ど
こ
に
そ
し
て
い
つ
輸
送
さ
れ
る
か
を
決
定
す
る
。
契
約
は
ト
ラ
ッ
ク
の
メ
イ
ン
テ
ナ
ン
ス
に
関
し
て
条
件
を
含
ん
で
い
る
が
（
ト
ラ
ッ
ク
製
造
業
者
が
メ
イ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
実
行
す
る
こ
と
を
含
む
），
そ
の
条
件
は
食
品
会
社
が
４
年
間
に
ト
ラ
ッ
ク
を
使
用
す
る
権
利
を
支
配
す
る
こ
と
を
妨
げ
る
も
の
で
は
な
い
。
当
該
契
約
は
リ
ー
ス
と
サ
ー
ビ
ス
を
含
む
。
新
リ
ー
ス
基
準
の
も
と
で
は
，
食
品
会
社
は
ト
ラ
ッ
ク
の
リ
ー
ス
を
サ
ー
ビ
ス
（
す
な
わ
ち
ト
ラ
ッ
ク
の
メ
イ
ン
テ
ナ
ン
ス
）
と
は
区
別
し
て
会
計
処
理
す
る
。
食
品
会
社
は
，
リ
ー
ス
の
構
成
要
素
部
分
＊
に
関
連
す
る
リ
ー
ス
料
の
み
を
反
映
す
る
リ
ー
ス
資
産
と
リ
ー
ス
負
債
を
認
識
す
る
。
＊
借
手
は
リ
ー
ス
構
成
要
素
と
サ
ー
ビ
ス
構
成
要
素
を
単
一
の
リ
ー
ス
契
約
と
し
て
会
計
処
理
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
取
引
例
１：
IA
S
B
（
20
15
a）
リ
ー
ス
の
判
定
に
関
す
る
事
例
―２３―
④
【
オ
イ
ル
・
タ
ン
カ
ー
契
約
】
石
油
会
社
は
船
舶
所
有
者
と
20
年
間
の
特
定
の
オ
イ
ル
・
タ
ン
カ
ー
の
賃
借
用
船
契
約
を
締
結
す
る
。
石
油
会
社
は
20
年
間
に
わ
た
り
，
オ
イ
ル
・
タ
ン
カ
ー
が
航
行
す
る
時
期
と
港
，
そ
し
て
輸
送
さ
れ
る
石
油
を
決
定
す
る
。
船
舶
所
有
者
の
船
員
が
全
契
約
期
間
に
わ
た
り
タ
ン
カ
ー
を
操
縦
し
，
ま
た
維
持
す
る
。
石
油
会
社
は
船
舶
の
他
の
操
縦
者
を
雇
う
こ
と
を
禁
止
さ
れ
る
。
顧
客
が
資
産
の
使
用
を
支
配
し
て
い
る
。
石
油
会
社
が
20
年
間
に
わ
た
り
オ
イ
ル
・
タ
ン
カ
ー
の
排
他
的
な
使
用
権
を
持
ち
，
ど
の
よ
う
に
タ
ン
カ
ー
が
使
用
さ
れ
る
か
を
決
定
す
る
唯
一
の
当
事
者
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
，
石
油
会
社
が
，
全
契
約
期
間
に
わ
た
り
タ
ン
カ
ー
が
ど
こ
に
，
い
つ
，
航
行
す
る
か
，
そ
し
て
航
行
す
る
か
ど
う
か
，
ど
の
石
油
が
輸
送
さ
れ
る
か
に
つ
い
て
決
定
す
る
。
タ
ン
カ
ー
の
操
縦
と
維
持
に
関
す
る
船
舶
所
有
者
の
専
門
的
知
識
は
タ
ン
カ
ー
の
有
効
な
使
用
に
と
っ
て
不
可
欠
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
，
船
舶
所
有
者
は
ど
の
よ
う
に
タ
ン
カ
ー
が
使
用
さ
れ
る
か
を
決
定
す
る
権
利
を
持
た
な
い
。
つ
ま
り
，
石
油
会
社
が
当
該
権
利
を
持
つ
。
タ
ン
カ
ー
の
操
縦
と
維
持
に
関
す
る
船
舶
所
有
者
の
決
定
は
，
タ
ン
カ
ー
を
使
用
す
る
方
法
に
つ
い
て
の
石
油
会
社
の
決
定
に
依
存
す
る
。
つ
ま
り
，
船
舶
所
有
者
は
，
タ
ン
カ
ー
が
ど
の
よ
う
に
し
て
，
そ
し
て
ど
の
よ
う
な
目
的
の
た
め
に
使
用
さ
れ
る
か
を
指
図
す
る
と
い
う
よ
り
む
し
ろ
単
に
操
業
す
る
の
み
で
あ
る
。
こ
れ
は
，
会
社
の
取
締
役
会
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
戦
略
的
意
思
決
定
に
し
ば
し
ば
依
存
し
た
会
社
の
従
業
員
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
営
業
上
の
意
思
決
定
に
類
似
し
て
い
る
*。
＊
そ
れ
は
企
業
の
支
配
を
決
定
す
る
戦
略
的
意
思
決
定
で
あ
る
。
当
該
契
約
は
リ
ー
ス
と
サ
ー
ビ
ス
を
含
む
。
新
リ
ー
ス
基
準
の
も
と
で
は
，
石
油
会
社
は
オ
イ
ル
・
タ
ン
カ
ー
の
リ
ー
ス
を
サ
ー
ビ
ス
（
す
な
わ
ち
操
業
と
維
持
サ
ー
ビ
ス
）
と
は
区
別
し
て
会
計
処
理
す
る
。
石
油
会
社
は
，
リ
ー
ス
の
構
成
要
素
部
分
*に
関
連
す
る
リ
ー
ス
料
の
み
を
反
映
す
る
リ
ー
ス
資
産
と
リ
ー
ス
負
債
を
認
識
す
る
。
＊
借
手
は
リ
ー
ス
構
成
要
素
と
サ
ー
ビ
ス
構
成
要
素
を
単
一
の
リ
ー
ス
契
約
と
し
て
会
計
処
理
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
⑤
【
外
注
契
約
】
玩
具
会
社
は
製
造
業
者
と
３
年
間
に
わ
た
る
特
定
の
種
類
と
量
の
人
形
の
購
入
契
約
を
締
結
す
る
。
製
造
業
者
は
人
形
を
製
造
す
る
た
め
に
工
場
を
稼
働
す
る
。
製
造
業
者
は
玩
具
会
社
の
要
求
を
満
た
す
能
力
の
あ
る
た
だ
一
つ
の
工
場
を
持
つ
。
契
約
で
は
玩
具
会
社
が
工
場
か
ら
の
生
産
物
す
べ
て
を
引
き
取
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
供
給
者
が
資
産
の
使
用
を
支
配
し
て
い
る
。
製
造
業
者
が
工
場
の
使
用
を
支
配
し
て
い
る
。
な
ぜ
な
ら
ば
，
製
造
業
者
が
ど
の
よ
う
に
工
場
が
使
用
さ
れ
る
か
を
決
定
す
る
か
ら
で
あ
る
。
例
え
ば
，
製
造
業
者
は
工
場
が
稼
働
す
る
時
間
を
増
加
す
る
こ
と
で
他
の
契
約
を
履
行
す
る
た
め
に
工
場
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
玩
具
会
社
の
権
利
は
，
契
約
の
開
始
時
点
で
会
社
が
要
求
す
る
生
産
物
を
特
定
す
る
こ
と
に
限
定
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
，
会
社
は
，
注
文
が
工
場
の
10
分
の
1
を
占
有
す
る
10
の
顧
客
の
う
ち
の
一
つ
で
あ
る
場
合
よ
り
大
き
な
工
場
を
使
用
す
る
方
法
を
決
定
す
る
権
利
は
持
た
な
い
。
唯
一
の
差
異
は
注
文
さ
れ
る
量
で
あ
る
。
当
該
契
約
は
サ
ー
ビ
ス
で
あ
る
。
契
約
は
新
リ
ー
ス
基
準
の
範
囲
内
で
は
な
い
。
⑥
【
電
気
通
信
契
約
】
商
事
会
社
は
２
年
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
契
約
を
締
結
す
る
。
電
気
通
信
会
社
は
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
商
事
会
社
の
敷
地
内
に
サ
ー
バ
ー
を
設
置
す
る
。
契
約
は
，
電
気
通
信
会
社
に
特
定
の
品
質
水
準
を
満
た
す
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
を
要
求
す
る
。
そ
う
す
る
た
め
に
，
電
気
通
信
会
社
は
必
要
が
あ
る
と
き
に
サ
ー
バ
ー
を
再
設
置
す
る
た
め
に
メ
イ
ン
テ
ナ
ン
ス
を
実
施
す
る
。
商
事
会
社
は
サ
ー
バ
ー
を
稼
働
す
る
こ
と
は
な
く
，
ま
た
は
そ
の
使
用
に
つ
い
て
他
の
決
定
を
行
う
こ
と
も
な
い
。
供
給
者
が
資
産
の
使
用
を
支
配
し
て
い
る
。
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
は
商
事
会
社
の
敷
地
内
に
サ
ー
バ
ー
を
設
置
す
る
こ
と
を
伴
う
が
，
商
事
会
社
は
サ
ー
バ
ー
の
使
用
方
法
に
つ
い
て
決
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
こ
れ
は
，
電
気
通
信
会
社
が
契
約
期
間
中
に
サ
ー
バ
ー
の
再
設
置
を
行
い
う
る
こ
と
に
よ
っ
て
，
ど
の
よ
う
に
，
そ
し
て
ど
の
よ
う
な
目
的
の
た
め
に
サ
ー
バ
ー
が
使
用
さ
れ
る
か
を
決
定
す
る
か
ら
で
あ
る
。
対
照
的
に
，
商
事
会
社
は
，
契
約
期
間
中
に
，
サ
ー
バ
ー
が
使
用
さ
れ
る
目
的
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
し
，
サ
ー
バ
ー
を
稼
働
し
た
り
，
そ
の
使
用
に
つ
い
て
他
の
意
思
決
定
を
行
う
権
利
を
持
っ
て
も
い
な
い
。
当
該
契
約
は
サ
ー
ビ
ス
で
あ
る
。
契
約
は
新
リ
ー
ス
基
準
の
範
囲
内
で
は
な
い
。
出
典
：
IA
SB
（
20
15
a）
，
pp
.1
1-
17
よ
り
。
―２４―
事
例
リ
ー
ス
の
判
定
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
む
か
１
A
【
鉄
道
車
両
】
顧
客
と
貨
物
輸
送
業
者
（
供
給
者
）
と
の
契
約
は
，
10
両
の
特
定
の
タ
イ
プ
の
鉄
道
車
両
の
使
用
を
顧
客
に
5
年
間
提
供
す
る
。
契
約
は
，
車
両
の
種
類
を
特
定
し
て
お
り
，
当
該
車
両
は
供
給
者
が
所
有
し
て
い
る
。
顧
客
は
，
い
つ
，
ど
こ
に
，
ど
の
物
品
を
当
該
車
両
を
使
用
し
て
輸
送
す
る
の
か
を
決
定
す
る
。
車
両
は
使
用
さ
れ
な
い
時
に
は
，
顧
客
の
敷
地
内
で
保
管
さ
れ
る
。
顧
客
は
，
別
の
目
的
（
例
え
ば
，
貯
蔵
）
の
た
め
に
車
両
を
使
用
す
る
こ
と
を
選
択
す
る
場
合
に
は
そ
う
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
，
顧
客
は
特
定
の
種
類
の
貨
物
（
例
え
ば
，
爆
発
物
）
を
輸
送
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
を
契
約
は
明
示
し
て
い
る
。
特
定
の
車
両
の
保
守
ま
た
は
修
理
が
必
要
な
場
合
に
は
，
供
給
者
は
，
同
じ
種
類
の
同
等
の
車
両
と
入
れ
替
え
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
る
。
そ
れ
以
外
，
お
よ
び
，
顧
客
の
債
務
不
履
行
時
以
外
に
は
，
供
給
者
は
，
5
年
の
期
間
中
に
車
両
を
取
り
戻
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
ま
た
，
契
約
は
，
顧
客
が
要
請
し
た
場
合
に
は
，
供
給
者
が
機
関
車
と
運
転
士
を
提
供
す
る
よ
う
要
求
し
て
い
る
。
供
給
者
は
機
関
車
を
自
ら
の
敷
地
で
保
管
し
，
物
品
を
輸
送
す
る
と
い
う
顧
客
の
要
請
を
詳
細
に
示
す
指
示
書
を
運
転
手
に
提
供
す
る
。
供
給
者
は
，
顧
客
の
各
要
求
を
履
行
す
る
た
め
に
多
数
の
機
関
車
の
い
ず
れ
か
を
使
用
す
る
こ
と
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
，
機
関
車
は
顧
客
の
物
品
だ
け
で
な
く
他
の
顧
客
の
物
品
の
輸
送
に
も
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
す
な
わ
ち
，
他
の
顧
客
が
，
顧
客
が
要
求
し
た
目
的
地
に
近
い
目
的
地
に
同
様
の
時
間
枠
内
で
物
品
の
輸
送
を
求
め
て
い
る
場
合
に
は
，
供
給
者
は
，
当
該
機
関
車
に
10
0
両
ま
で
の
鉄
道
車
両
を
接
続
す
る
こ
と
を
選
択
で
き
る
）。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
．
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
Y
ES
．
契
約
は
鉄
道
車
両
の
リ
ー
ス
を
含
む
。
顧
客
は
5
年
間
に
わ
た
り
10
両
の
鉄
道
車
両
を
使
用
す
る
権
利
を
持
つ
（
機
関
車
は
含
ま
な
い
）。
１
B
【
鉄
道
車
両
】
顧
客
と
供
給
者
と
の
契
約
は
，
供
給
者
に
5
年
間
の
特
定
の
計
画
表
に
従
い
特
定
の
種
類
の
鉄
道
車
両
を
使
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
特
定
量
の
物
品
を
輸
送
す
る
こ
と
を
要
求
す
る
。
計
画
表
と
特
定
量
の
物
品
は
，
顧
客
が
5
年
間
に
わ
た
り
10
両
の
鉄
道
車
両
を
使
用
す
る
こ
と
に
相
当
す
る
。
供
給
者
は
契
約
の
一
部
と
し
て
，
鉄
道
車
両
，
運
転
士
お
よ
び
機
関
車
を
提
供
す
る
。
契
約
は
輸
送
さ
れ
る
物
品
の
種
類
と
量
を
定
め
る
（
お
よ
び
物
品
の
輸
送
の
た
め
に
使
用
さ
れ
る
鉄
道
車
両
の
タ
イ
プ
）。
供
給
者
は
契
約
条
件
を
履
行
す
る
た
め
に
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
同
種
の
大
き
な
一
団
の
車
両
を
有
し
て
い
る
。
同
様
に
，
供
給
者
は
顧
客
の
各
要
求
を
履
行
す
る
た
め
に
多
数
の
機
関
車
の
い
ず
れ
か
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
，
機
関
車
は
顧
客
の
物
品
だ
け
で
な
く
他
の
顧
客
の
物
品
の
輸
送
に
も
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
車
両
と
機
関
車
は
，
物
品
の
輸
送
に
使
用
さ
れ
て
い
な
い
時
は
供
給
者
の
敷
地
に
保
管
さ
れ
て
い
る
。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
N
O
．
供
給
者
に
資
産
を
入
れ
替
え
る
権
利
が
存
在
し
，
供
給
者
は
そ
こ
か
ら
経
済
的
便
益
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
N
O
．
顧
客
は
特
定
の
車
両
や
機
関
車
に
つ
い
て
使
用
を
指
図
で
き
な
い
（
供
給
者
が
指
図
す
る
），
使
用
か
ら
生
じ
る
実
質
的
に
す
べ
て
の
経
済
的
便
益
を
得
る
権
利
を
持
た
な
い
。
契
約
は
鉄
道
車
両
ま
た
は
機
関
車
の
リ
ー
ス
を
含
ま
な
い
。
２
【
営
業
ス
ペ
ー
ス
】
コ
ー
ヒ
ー
会
社
（
顧
客
）
は
空
港
運
営
者
（
供
給
者
）
と
3
年
間
に
わ
た
り
商
品
を
販
売
す
る
た
め
に
空
港
の
ス
ペ
ー
ス
を
使
用
す
る
契
約
を
締
結
す
る
。
契
約
は
ス
ペ
ー
ス
の
大
き
さ
と
，
当
該
ス
ペ
ー
ス
が
空
港
内
の
い
く
つ
か
の
搭
乗
エ
リ
ア
の
い
ず
れ
か
一
つ
に
位
置
す
る
こ
と
を
定
め
る
。
供
給
者
は
契
約
期
間
中
の
い
つ
で
も
顧
客
に
割
り
当
て
ら
れ
る
ス
ペ
ー
ス
の
位
置
を
変
更
す
る
権
利
を
有
し
て
い
る
。
顧
客
に
対
す
る
ス
ペ
ー
ス
を
変
更
す
る
こ
と
に
関
し
て
供
給
者
に
は
僅
少
な
コ
ス
ト
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
N
O
．
資
産
は
契
約
に
お
い
て
特
定
す
る
が
，
供
給
者
に
資
産
を
入
れ
替
え
る
権
利
が
存
在
し
，
供
給
者
は
そ
こ
か
ら
経
済
的
便
益
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
ま
な
い
。
取
引
例
２：
IA
SB
（
20
15
b）
リ
ー
ス
の
判
定
に
関
す
る
事
例
―２５―
だ
け
が
発
生
す
る
。
顧
客
は
容
易
に
移
動
が
可
能
な
商
品
を
販
売
す
る
た
め
の
売
店
（
顧
客
が
所
有
す
る
）
を
使
用
す
る
。
空
港
内
に
は
，
利
用
可
能
で
，
契
約
に
お
け
る
ス
ペ
ー
ス
の
仕
様
を
満
た
す
多
く
の
エ
リ
ア
が
あ
る
。
⇒
N
O
．
こ
の
事
例
で
は
，
支
配
の
評
価
は
要
求
さ
れ
な
い
。
３
A
【
光
フ
ァ
イ
バ
ー
ケ
ー
ブ
ル
】
顧
客
は
，
香
港
と
東
京
を
結
ぶ
大
規
模
ケ
ー
ブ
ル
内
の
３
本
の
特
定
の
物
的
に
区
別
さ
れ
た
ダ
ー
ク
フ
ァ
イ
バ
ー
を
使
用
す
る
権
利
の
た
め
に
公
益
事
業
会
社
（
供
給
者
）
と
15
年
契
約
を
締
結
す
る
。
顧
客
は
，
フ
ァ
イ
バ
ー
の
各
末
端
を
自
ら
の
電
子
機
器
に
接
続
す
る
こ
と
に
よ
り
，
フ
ァ
イ
バ
ー
の
使
用
に
関
す
る
決
定
を
行
う
（
す
な
わ
ち
，
顧
客
が
フ
ァ
イ
バ
ー
を
「
点
灯
」
し
，
ど
の
デ
ー
タ
，
ど
れ
だ
け
の
デ
ー
タ
を
そ
の
フ
ァ
イ
バ
ー
が
送
信
す
る
か
を
決
定
す
る
）。
フ
ァ
イ
バ
ー
が
損
傷
し
た
場
合
に
は
，
供
給
者
は
修
理
と
維
持
管
理
に
責
任
を
負
う
。
供
給
者
は
予
備
の
フ
ァ
イ
バ
ー
を
所
有
し
て
い
る
が
，
修
理
，
維
持
管
理
ま
た
は
不
調
と
い
う
理
由
の
場
合
に
限
り
（
そ
し
て
そ
の
場
合
に
フ
ァ
イ
バ
ー
を
入
れ
替
え
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
る
場
合
）
顧
客
の
フ
ァ
イ
バ
ー
を
入
れ
替
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
．
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
Y
ES
．
契
約
は
ダ
ー
ク
フ
ァ
イ
バ
ー
の
リ
ー
ス
を
含
む
。
顧
客
は
15
年
間
に
わ
た
り
3
つ
の
ダ
ー
ク
フ
ァ
イ
バ
ー
を
使
用
す
る
権
利
を
持
つ
。
３
B
【
光
フ
ァ
イ
バ
ー
ケ
ー
ブ
ル
】
顧
客
は
供
給
者
と
，
香
港
と
東
京
を
接
続
す
る
ケ
ー
ブ
ル
の
中
の
特
定
の
量
の
稼
働
能
力
を
使
用
す
る
権
利
の
た
め
に
15
年
契
約
を
締
結
す
る
。
特
定
の
量
は
，
顧
客
が
ケ
ー
ブ
ル
内
の
3
本
の
フ
ァ
イ
バ
ー
の
ケ
ー
ブ
ル
の
全
稼
働
能
力
を
使
用
す
る
こ
と
に
相
当
す
る
（
ケ
ー
ブ
ル
に
は
同
様
の
稼
働
能
力
を
有
す
る
15
本
の
フ
ァ
イ
バ
ー
が
含
ま
れ
て
い
る
）。
供
給
者
は
，
デ
ー
タ
の
送
信
に
関
す
る
決
定
を
行
う
（
す
な
わ
ち
，
供
給
者
が
フ
ァ
イ
バ
ー
を
点
灯
し
，
顧
客
の
通
信
量
を
送
信
す
る
た
め
に
ど
の
フ
ァ
イ
バ
ー
を
使
用
し
，
当
該
フ
ァ
イ
バ
ー
を
電
子
機
器
に
接
続
す
る
の
か
に
関
す
る
決
定
を
行
う
）。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
N
O
．供
給
者
が
，
ケ
ー
ブ
ル
の
稼
働
能
力
の
一
部
分
だ
け
の
使
用
を
必
要
と
す
る
顧
客
の
デ
ー
タ
の
送
信
に
関
す
る
す
べ
て
の
決
定
を
行
っ
て
い
る
。
顧
客
に
提
供
さ
れ
る
こ
の
稼
働
能
力
の
一
部
分
は
残
り
の
ケ
ー
ブ
ル
の
稼
働
能
力
と
物
理
的
に
区
別
で
き
ず
，
ケ
ー
ブ
ル
の
稼
働
能
力
の
す
べ
て
を
表
す
も
の
で
は
な
い
。
顧
客
は
，
特
定
さ
れ
た
資
産
を
使
用
す
る
権
利
を
持
た
な
い
。
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
N
O
．こ
の
事
例
で
は
，
支
配
の
評
価
は
要
求
さ
れ
な
い
。
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
ま
な
い
。
４
【
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
】
顧
客
は
不
動
産
所
有
者
（
供
給
者
）
と
5
年
間
に
わ
た
り
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
A
を
使
用
す
る
契
約
を
締
結
す
る
。
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
A
は
多
く
の
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
を
持
つ
よ
り
大
き
な
小
売
り
ス
ペ
ー
ス
の
一
部
で
あ
る
。
顧
客
は
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
A
を
使
用
す
る
権
利
を
与
え
ら
れ
る
。
供
給
者
は
特
定
の
状
況
に
あ
る
場
合
に
限
り
顧
客
に
他
の
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
に
移
動
す
る
こ
と
を
要
求
で
き
る
（
例
え
ば
，
小
売
り
ス
ペ
ー
ス
の
多
く
の
ユ
ニ
ッ
ト
を
占
領
す
る
主
要
な
新
テ
ナ
ン
ト
を
収
容
す
る
場
合
）。
そ
う
し
た
状
況
が
生
じ
た
場
合
に
は
，
供
給
者
は
顧
客
に
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
A
と
同
性
能
の
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
を
提
供
し
，
顧
客
の
再
配
置
の
費
用
を
支
払
う
こ
と
が
要
求
さ
れ
る
。
そ
う
し
た
状
況
が
生
じ
る
可
能
性
は
あ
る
が
，
契
約
開
始
時
点
で
は
そ
の
可
能
性
は
考
慮
さ
れ
な
い
。
例
え
ば
，
小
売
り
ス
ペ
ー
ス
の
顧
客
と
他
の
テ
ナ
ン
ト
を
再
配
置
す
る
コ
ス
ト
を
補
填
す
る
の
に
充
分
有
利
な
レ
ー
ト
で
潜
在
的
な
新
テ
ナ
ン
ト
が
大
規
模
な
小
売
り
ス
ペ
ー
ス
を
リ
ー
ス
す
る
こ
と
は
起
こ
り
え
な
い
で
あ
ろ
う
。
契
約
は
，
よ
り
大
き
な
小
売
り
ス
ペ
ー
ス
が
開
い
て
い
る
時
間
中
に
そ
の
商
品
を
売
る
よ
く
知
ら
れ
た
ス
ト
ア
ブ
ラ
ン
ド
を
営
業
す
る
た
め
に
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
A
を
使
用
す
る
こ
と
を
顧
客
に
要
求
す
る
。
顧
客
は
，
使
用
期
間
中
に
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
の
使
用
に
関
す
る
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
．
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
Y
ES
．
契
約
は
小
売
り
ス
ペ
ー
ス
の
リ
ー
ス
を
含
む
。
顧
客
は
5
年
間
に
わ
た
り
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
A
を
使
用
す
る
権
利
を
持
つ
。
―２６―
す
べ
て
の
意
思
決
定
を
行
う
。
例
え
ば
，
ユ
ニ
ッ
ト
で
販
売
す
る
商
品
ミ
ッ
ク
ス
，
販
売
商
品
の
価
格
付
け
，
そ
し
て
棚
卸
し
在
庫
量
に
つ
い
て
決
定
す
る
。
顧
客
は
，
5
年
間
の
全
使
用
期
間
に
わ
た
り
当
該
ユ
ニ
ッ
ト
へ
の
物
理
的
な
ア
ク
セ
ス
も
支
配
す
る
。
契
約
は
，
顧
客
が
小
売
り
ユ
ニ
ッ
ト
A
か
ら
生
じ
る
販
売
に
応
じ
た
変
動
リ
ー
ス
料
と
，
固
定
の
リ
ー
ス
料
を
供
給
者
に
支
払
う
こ
と
要
求
す
る
。
供
給
者
は
，
契
約
の
一
部
と
し
て
，
広
告
サ
ー
ビ
ス
と
同
様
に
，
清
掃
サ
ー
ビ
ス
と
保
安
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
。
５
【
ト
ラ
ッ
ク
レ
ン
タ
ル
】
顧
客
は
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
か
ら
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
へ
貨
物
を
輸
送
す
る
目
的
で
1
週
間
ト
ラ
ッ
ク
を
使
用
す
る
契
約
を
供
給
者
と
締
結
す
る
。
供
給
者
は
入
れ
替
え
権
を
持
た
な
い
。
契
約
に
お
い
て
特
定
さ
れ
た
貨
物
だ
け
が
，
当
該
契
約
期
間
に
お
い
て
こ
の
ト
ラ
ッ
ク
に
よ
っ
て
輸
送
さ
れ
る
こ
と
が
許
可
さ
れ
る
。
契
約
は
ト
ラ
ッ
ク
が
走
行
す
る
最
大
距
離
を
特
定
す
る
。
顧
客
は
契
約
の
制
限
範
囲
内
で
旅
程
の
詳
細
（
ス
ピ
ー
ド
，
行
程
，
休
憩
な
ど
）
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
顧
客
は
特
定
さ
れ
た
旅
程
が
終
了
し
た
後
に
ト
ラ
ッ
ク
の
使
用
を
更
新
す
る
権
利
を
持
た
な
い
。
輸
送
さ
れ
る
貨
物
，
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
で
の
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
の
時
期
と
位
置
，
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
で
の
配
送
は
契
約
に
お
い
て
特
定
さ
れ
る
。
顧
客
は
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
か
ら
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
へ
の
ト
ラ
ッ
ク
の
走
行
に
対
し
て
責
任
を
有
す
る
。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
．
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
Y
ES
．
契
約
は
ト
ラ
ッ
ク
の
リ
ー
ス
を
含
む
。
顧
客
は
特
定
の
旅
程
期
間
に
わ
た
り
ト
ラ
ッ
ク
を
使
用
す
る
権
利
を
持
つ
。
６
A
【
船
舶
】
顧
客
は
船
舶
の
所
有
者
（
供
給
者
）
と
特
定
の
船
舶
に
よ
っ
て
ロ
ッ
テ
ル
ダ
ム
か
ら
シ
ド
ニ
ー
へ
貨
物
の
輸
送
を
行
う
契
約
を
締
結
す
る
。
船
舶
は
契
約
に
お
い
て
明
示
的
に
特
定
さ
れ
，
供
給
者
は
入
れ
替
え
権
を
持
た
な
い
。
貨
物
は
船
舶
の
積
載
能
力
の
実
質
的
に
す
べ
て
を
占
有
す
る
。
契
約
は
，
船
舶
で
輸
送
さ
れ
る
貨
物
，
荷
積
み
と
配
送
の
日
を
特
定
す
る
。
供
給
者
は
船
舶
を
操
縦
，
維
持
し
，
船
舶
に
積
載
す
る
貨
物
の
安
全
な
運
搬
に
つ
い
て
責
任
を
有
す
る
。
顧
客
は
契
約
期
間
中
に
船
舶
に
関
し
て
他
の
操
縦
士
を
雇
う
こ
と
ま
た
は
船
舶
を
自
身
で
操
縦
す
る
こ
と
を
禁
じ
ら
れ
る
。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
.
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
N
O
．
顧
客
は
使
用
期
間
に
わ
た
り
船
舶
を
使
用
す
る
こ
と
か
ら
生
じ
る
実
質
的
に
す
べ
て
の
経
済
的
便
益
を
獲
得
す
る
権
利
を
持
つ
。
そ
の
貨
物
は
船
舶
の
積
載
能
力
の
実
質
的
に
す
べ
て
を
占
有
し
，
そ
れ
に
よ
っ
て
第
三
者
が
船
舶
の
使
用
か
ら
経
済
的
便
益
を
得
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
，
顧
客
は
船
舶
の
使
用
を
指
図
す
る
権
利
を
持
っ
て
い
な
い
た
め
，
船
舶
の
使
用
を
支
配
す
る
権
利
を
持
た
な
い
。
顧
客
は
ど
の
よ
う
に
，
そ
し
て
何
の
目
的
の
た
め
に
船
舶
を
使
用
す
る
か
を
指
図
す
る
権
利
を
持
た
な
い
。
ど
の
よ
う
に
，
そ
し
て
何
の
目
的
の
た
め
に
船
舶
が
使
用
さ
れ
る
か
は
契
約
に
お
い
て
事
前
に
決
定
さ
れ
る
。
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
ま
な
い
。
６
B
【
船
舶
】
顧
客
は
船
舶
の
所
有
者
（
供
給
者
）
と
5
年
間
の
特
定
の
船
舶
を
使
用
す
る
契
約
を
締
結
す
る
。
船
舶
は
契
約
に
お
い
て
明
示
的
に
特
定
さ
れ
，
供
給
者
は
入
れ
替
え
権
を
持
た
な
い
。
顧
客
は
，
５
年
の
全
使
用
可
期
間
に
わ
た
り
契
約
に
特
定
さ
れ
た
制
限
の
も
と
，
貨
物
が
輸
送
さ
れ
る
か
ど
う
か
，
そ
し
て
ど
の
貨
物
が
輸
送
さ
れ
る
か
，
ま
た
い
つ
，
そ
し
て
ど
こ
に
船
舶
が
寄
港
す
る
か
を
決
定
す
る
。
こ
れ
ら
の
制
限
は
，
海
賊
の
被
害
を
受
け
る
リ
ス
ク
の
高
い
海
域
へ
の
航
海
や
危
険
物
を
貨
物
と
し
て
運
搬
す
る
こ
と
を
防
ぐ
。
供
給
者
は
，
船
舶
を
操
作
か
つ
維
持
し
，
船
舶
に
積
載
す
る
貨
物
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
．
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
Y
ES
．
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
む
。
顧
客
は
5
年
間
に
わ
た
り
船
舶
を
使
用
す
る
権
利
を
持
つ
。
―２７―
の
安
全
な
運
搬
に
対
し
て
責
任
を
有
す
る
。
顧
客
は
契
約
期
間
中
に
船
舶
に
関
し
て
他
の
操
縦
士
を
雇
う
こ
と
ま
た
は
船
舶
を
自
身
で
操
縦
す
る
こ
と
を
禁
じ
ら
れ
る
。
７
【
航
空
機
】
顧
客
は
航
空
機
の
所
有
者
（
供
給
者
）
と
２
年
間
の
明
示
的
に
特
定
さ
れ
た
航
空
機
を
使
用
す
る
契
約
を
締
結
す
る
。
契
約
は
航
空
機
の
内
装
と
外
装
の
仕
様
を
詳
細
に
定
め
て
い
る
。
契
約
に
は
，
航
空
機
が
ど
こ
に
飛
行
す
る
か
に
対
し
て
契
約
上
お
よ
び
法
律
上
の
制
限
が
あ
る
。
そ
の
よ
う
な
制
限
の
も
と
，
顧
客
は
航
空
機
を
ど
こ
に
飛
行
す
る
か
，
そ
し
て
ど
の
乗
客
と
ど
の
貨
物
が
航
空
機
で
輸
送
さ
れ
る
か
を
決
定
す
る
。
供
給
者
は
，
彼
ら
自
身
の
乗
務
員
を
使
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
航
空
機
を
操
縦
す
る
こ
と
に
対
し
て
責
任
を
持
つ
。
顧
客
は
，
契
約
期
間
中
に
航
空
機
の
他
の
操
縦
士
を
雇
う
こ
と
を
禁
じ
ら
れ
る
。
供
給
者
は
2
年
間
の
間
に
い
つ
で
も
航
空
機
を
入
れ
替
え
る
こ
と
を
許
可
さ
れ
，
航
空
機
が
動
作
し
な
い
場
合
に
は
入
れ
替
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
代
替
航
空
機
は
契
約
上
の
内
装
と
外
装
の
仕
様
を
満
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
供
給
者
の
航
空
機
の
う
ち
顧
客
の
仕
様
を
満
た
す
よ
う
に
す
る
た
め
に
か
か
る
コ
ス
ト
は
相
当
の
程
度
で
あ
る
。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
．
航
空
機
は
契
約
に
お
い
て
明
示
的
に
特
定
さ
れ
，
供
給
者
は
航
空
機
を
入
れ
替
え
る
権
利
を
持
っ
て
い
る
が
，
そ
の
入
れ
替
え
権
は
実
質
的
で
は
な
い
。
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
Y
ES
．
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
む
。
顧
客
は
2
年
間
に
わ
た
り
航
空
機
を
使
用
す
る
権
利
を
持
つ
。
８
【
シ
ャ
ツ
の
契
約
】
顧
客
は
製
造
業
者
（
供
給
者
）
と
３
年
間
，
特
定
の
型
，
品
質
お
よ
び
量
の
シ
ャ
ツ
を
購
入
す
る
契
約
を
締
結
す
る
。
シ
ャ
ツ
の
型
，
品
質
お
よ
び
量
は
契
約
上
特
定
さ
れ
て
い
る
。
供
給
者
は
顧
客
の
要
求
を
満
た
す
唯
一
の
工
場
を
持
つ
。
供
給
者
は
シ
ャ
ツ
を
他
の
工
場
か
ら
供
給
し
た
り
，
第
三
の
供
給
者
か
ら
調
達
し
た
り
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
工
場
の
稼
働
能
力
は
顧
客
が
契
約
し
た
産
出
高
を
超
え
る
（
す
な
わ
ち
，
顧
客
は
工
場
の
稼
働
能
力
の
実
質
的
に
す
べ
て
の
契
約
を
し
て
は
い
な
い
）。
工
場
は
供
給
者
の
多
く
の
顧
客
と
の
契
約
を
履
行
す
る
た
め
に
使
用
さ
れ
る
。
供
給
者
は
，
工
場
を
稼
働
す
る
生
産
レ
ベ
ル
，
顧
客
の
契
約
を
履
行
す
る
た
め
に
使
用
さ
れ
な
い
工
場
の
産
出
高
に
関
し
て
ど
の
顧
客
と
契
約
す
る
か
を
含
め
，
工
場
の
操
業
の
す
べ
て
の
決
定
を
行
う
。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
．
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
N
O
．
顧
客
は
工
場
を
使
用
す
る
こ
と
か
ら
生
じ
る
実
質
的
に
す
べ
て
の
経
済
的
便
益
を
獲
得
す
る
権
利
を
持
っ
て
い
な
い
た
め
に
，
工
場
の
使
用
を
支
配
し
て
い
な
い
。
こ
れ
は
，
供
給
者
が
契
約
期
間
中
に
他
の
顧
客
と
の
契
約
を
履
行
す
る
た
め
に
工
場
を
使
用
す
る
こ
と
を
決
定
し
う
る
か
ら
で
あ
る
。
顧
客
は
，
工
場
の
使
用
を
指
図
す
る
権
利
を
持
っ
て
も
い
な
い
た
め
工
場
の
使
用
を
支
配
し
て
い
な
い
。
顧
客
は
3
年
の
契
約
期
間
中
に
ど
の
よ
う
に
し
て
，
そ
し
て
ど
の
よ
う
な
目
的
の
た
め
に
工
場
が
使
用
さ
れ
る
か
を
指
図
す
る
権
利
を
持
た
な
い
。
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
ま
な
い
。
９
A
【
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
電
力
の
契
約
】
公
益
事
業
会
社
（
顧
客
）
は
電
力
会
社
（
供
給
者
）
と
20
年
間
の
新
た
な
太
陽
光
発
電
施
設
に
よ
っ
て
供
給
さ
れ
る
電
力
の
す
べ
て
を
購
入
す
る
契
約
を
締
結
す
る
。
太
陽
光
発
電
施
設
は
契
約
に
よ
っ
て
明
示
的
に
特
定
さ
れ
，
供
給
者
は
入
れ
替
え
権
を
持
た
な
い
。
太
陽
光
発
電
施
設
は
供
給
者
に
よ
っ
て
所
有
さ
れ
，
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
他
の
施
設
か
ら
顧
客
に
供
給
さ
れ
な
い
。
顧
客
は
太
陽
光
発
電
施
設
が
建
設
さ
れ
る
前
に
そ
れ
を
設
計
す
る
。
顧
客
は
施
設
の
設
置
位
置
と
使
用
さ
れ
る
設
備
の
工
事
に
つ
い
て
の
決
定
の
際
に
助
言
を
受
け
る
た
め
に
太
陽
光
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
専
門
家
を
雇
う
。
供
給
者
は
顧
客
の
仕
様
で
太
陽
光
発
電
施
設
を
建
設
し
，
そ
れ
を
稼
働
，
維
持
す
る
責
任
を
持
つ
。
電
力
が
生
み
出
さ
れ
る
か
ど
う
か
，
い
つ
生
み
出
さ
れ
る
か
，
ま
た
は
ど
れ
だ
け
生
み
出
さ
れ
る
か
に
つ
い
て
下
さ
れ
る
決
定
は
な
い
。
と
い
う
の
も
，
施
設
の
設
計
が
そ
れ
ら
の
決
定
前
に
あ
ら
か
じ
め
決
め
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
供
給
者
は
，
太
陽
光
発
電
の
建
設
と
所
有
に
関
す
る
税
額
控
除
を
受
け
，
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
．
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
Y
ES
．
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
む
。
顧
客
は
20
年
間
に
わ
た
り
太
陽
光
発
電
施
設
を
使
用
す
る
権
利
を
持
つ
。
―２８―
一
方
，
顧
客
は
太
陽
光
発
電
施
設
の
使
用
か
ら
生
じ
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
控
除
を
受
け
る
。
９
B
【
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
電
力
の
契
約
】
顧
客
は
供
給
者
と
3
年
間
に
わ
た
り
明
示
的
に
特
定
さ
れ
た
発
電
所
に
よ
っ
て
供
給
さ
れ
る
電
力
の
す
べ
て
を
購
入
す
る
契
約
を
締
結
す
る
。
発
電
所
は
供
給
者
に
よ
っ
て
所
有
さ
れ
，
稼
働
さ
れ
る
。
供
給
者
は
他
の
発
電
所
か
ら
顧
客
に
電
力
を
供
給
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
契
約
は
発
電
所
が
全
使
用
期
間
に
わ
た
り
供
給
す
る
電
力
の
量
と
時
期
を
定
め
，
そ
の
こ
と
は
異
常
な
状
況
の
場
合
を
除
い
て
変
更
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
（
例
え
ば
，
緊
急
事
態
）。
供
給
者
は
，
業
界
が
定
め
た
稼
働
慣
行
に
従
っ
て
日
常
的
に
発
電
所
を
稼
働
，
維
持
す
る
。
供
給
者
は
顧
客
と
の
契
約
が
締
結
さ
れ
る
数
年
前
に
発
電
所
が
建
設
さ
れ
る
時
に
発
電
所
を
設
計
し
た
。
顧
客
は
そ
の
設
計
に
関
与
し
て
い
な
か
っ
た
。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
．
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
N
O
．
顧
客
は
3
年
の
使
用
期
間
に
わ
た
り
特
定
の
発
電
所
を
使
用
す
る
こ
と
か
ら
生
じ
る
実
質
的
に
す
べ
て
の
経
済
的
便
益
を
獲
得
す
る
権
利
を
持
つ
。
顧
客
は
3
年
の
使
用
期
間
に
わ
た
り
発
電
所
に
よ
っ
て
供
給
さ
れ
る
す
べ
て
の
電
力
を
受
け
る
。
し
か
し
な
が
ら
，
顧
客
は
，
発
電
所
の
使
用
を
支
配
す
る
権
利
を
持
た
な
い
。
顧
客
は
ど
の
よ
う
に
し
て
，
そ
し
て
ど
の
よ
う
な
目
的
の
た
め
に
発
電
所
が
使
用
さ
れ
る
か
を
指
図
す
る
権
利
を
持
た
な
い
。
ど
の
よ
う
に
し
て
，
そ
し
て
ど
の
よ
う
な
目
的
の
た
め
に
発
電
所
が
使
用
さ
れ
る
か
は
契
約
に
お
い
て
事
前
に
決
定
さ
れ
る
。
供
給
者
が
，
ど
の
よ
う
に
し
て
発
電
所
が
稼
働
，
維
持
さ
れ
る
か
に
つ
い
て
決
定
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
使
用
期
間
中
に
発
電
所
に
つ
い
て
決
定
を
な
す
唯
一
の
当
事
者
で
あ
る
。
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
ま
な
い
。
９
C
【
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
電
力
の
契
約
】
顧
客
は
供
給
者
と
10
年
間
に
わ
た
り
明
示
的
に
特
定
さ
れ
た
発
電
所
に
よ
っ
て
供
給
さ
れ
る
電
力
の
す
べ
て
を
購
入
す
る
契
約
を
締
結
す
る
。
供
給
者
と
の
契
約
は
，
顧
客
が
発
電
所
に
よ
っ
て
供
給
さ
れ
る
電
力
の
す
べ
て
に
対
す
る
権
利
を
持
つ
こ
と
を
定
め
て
い
る
（
す
な
わ
ち
，
供
給
者
は
他
の
契
約
を
履
行
す
る
た
め
に
発
電
所
を
使
用
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
）。
顧
客
は
送
電
の
量
と
時
期
に
つ
い
て
の
指
示
書
を
供
給
者
に
引
き
渡
す
。
発
電
所
が
顧
客
の
た
め
に
発
電
し
な
い
場
合
に
は
，
発
電
所
は
稼
働
し
な
い
。
供
給
者
は
，
業
界
が
定
め
た
稼
働
慣
行
に
従
っ
て
日
常
的
に
発
電
所
を
稼
働
し
，
維
持
す
る
。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
．
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
Y
ES
．
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
む
。
顧
客
は
10
年
間
に
わ
た
り
発
電
所
を
使
用
す
る
権
利
を
持
つ
。
１０
A
【
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
の
契
約
】
顧
客
は
電
気
通
信
会
社
（
供
給
者
）
と
２
年
間
に
わ
た
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
契
約
を
締
結
す
る
。
契
約
は
，
特
定
の
品
質
レ
ベ
ル
を
満
た
す
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
を
供
給
者
に
要
求
す
る
。
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
，
供
給
者
は
，
顧
客
の
敷
地
に
サ
ー
バ
ー
を
設
置
す
る
。
す
な
わ
ち
，
供
給
者
は
，
サ
ー
バ
ー
を
用
い
て
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
上
で
デ
ー
タ
を
送
信
す
る
ス
ピ
ー
ド
と
品
質
を
決
定
す
る
。
供
給
者
は
契
約
に
お
い
て
定
め
ら
れ
る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
の
品
質
を
継
続
的
に
提
供
す
る
た
め
に
必
要
で
あ
る
な
ら
ば
サ
ー
バ
ー
を
再
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
顧
客
は
，
サ
ー
バ
ー
を
操
作
し
た
り
，
サ
ー
バ
ー
の
使
用
に
つ
い
て
重
要
な
決
定
を
行
う
こ
と
は
な
い
。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
N
O
．
顧
客
が
サ
ー
バ
ー
の
使
用
を
支
配
す
る
権
利
を
持
た
な
い
か
ら
サ
ー
バ
ー
が
特
定
の
資
産
で
あ
る
か
ど
う
か
を
評
価
す
る
必
要
は
な
い
。
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
N
O
．
顧
客
は
，
サ
ー
バ
ー
の
使
用
を
支
配
し
て
い
な
い
。
と
い
う
の
も
顧
客
の
唯
一
の
決
定
権
は
，
使
用
期
間
前
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
の
水
準
に
対
す
る
決
定
に
関
連
す
る
か
ら
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
，
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
の
水
準
は
契
約
を
修
正
す
る
こ
と
な
し
で
は
使
用
期
間
中
に
変
更
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
例
え
ば
，
顧
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
ま
な
い
。
―２９―
客
は
送
信
さ
れ
る
デ
ー
タ
を
作
成
し
た
と
し
て
も
，
そ
の
活
動
は
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
の
設
置
に
直
接
影
響
を
及
ぼ
さ
ず
，
そ
れ
ゆ
え
ど
の
よ
う
に
，
そ
し
て
ど
の
よ
う
な
目
的
の
た
め
に
サ
ー
バ
ー
が
使
用
さ
れ
る
か
に
関
し
て
影
響
を
与
え
な
い
。
１０
B
【
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
サ
ー
ビ
ス
の
契
約
】
顧
客
は
情
報
技
術
会
社
（
供
給
者
）
と
３
年
間
に
わ
た
り
特
定
の
サ
ー
バ
ー
を
使
用
す
る
契
約
を
締
結
す
る
。
供
給
者
は
，
顧
客
の
指
示
書
に
従
っ
て
顧
客
の
敷
地
に
サ
ー
バ
ー
を
設
置
し
，
全
契
約
期
間
に
わ
た
り
必
要
と
さ
れ
る
と
き
に
サ
ー
バ
ー
の
修
理
と
メ
イ
ン
テ
ナ
ン
ス
・
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
。
供
給
者
は
，
サ
ー
バ
ー
が
不
調
の
場
合
に
の
み
入
れ
替
え
る
。
顧
客
は
ど
の
情
報
を
サ
ー
バ
ー
に
保
存
し
，
ど
の
よ
う
に
そ
の
操
作
範
囲
で
サ
ー
バ
ー
を
調
整
す
る
か
を
決
定
す
る
。
す
な
わ
ち
，
顧
客
は
全
使
用
期
間
に
わ
た
り
こ
れ
に
関
し
そ
の
決
定
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
（
1）
特
定
の
資
産
は
存
在
す
る
か
⇒
Y
ES
．
供
給
者
は
サ
ー
バ
ー
が
不
調
の
場
合
に
の
み
入
れ
替
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
（
2）
顧
客
は
当
該
資
産
を
支
配
し
て
い
る
か
⇒
Y
ES
．
契
約
は
リ
ー
ス
を
含
む
。
顧
客
は
3
年
間
に
わ
た
り
サ
ー
バ
ー
を
使
用
す
る
権
利
を
持
つ
。
出
典
：
IA
SB
（
20
15
b）
，
pp
.9
-2
6
よ
り
作
成
。
―３０―
注1 Hussey（2011）はリースにおいて借手が追うリスクとして資産が需要の不足のために遊休状態になるこ
と，技術的陳腐化のために資産がその価値の一部を失うこと，資産の維持および修繕のためにコストが発生
すること，そして経済価値として資産を使用することで利益を得ること，耐用年数のほとんどにわたり資産
を使用する能力を得ること，資産の価値が増加した場合に当該資産を売却する可能性があることを指摘して
いる（Hussey, 2011, p.184）。
2 SFAS 13, par.7. 米国リース会計基準のこれらの判定規準については，峯（1986）を参照。ただし，SFAS
13には特別仕様規準はない。
3 例えば，⑥は米国基準のリース期間の判定上考慮される実質的解約不能期間の判断と同じ考慮を求める規
準であり（SFAS 13, par.5f），⑧は米国基準と同じ割安更新選択権規準を定めたものである（SFAS 13, par 5
e）。
4 ここで取り上げる IFRIC 4の他に，ある契約が IAS 17に定義されているリースであるか否かを判断する
いまひとつの指針として，基準解釈指針委員会（SIC）より解釈指針第 27号（SIC 27）「リースの法形式を
伴う取引の実質の評価」が 2001年 12月に公表されている。IFRIC 4が，契約がリースの形式をとらなくて
も，その実質から判断して IAS 17に従って会計処理しなければならない場合の判断規準を定めているのに
対して，SIC 27はこれとは逆に法形式上はリースであるのにリースとして取り扱われない契約に関する判
断規準を示したものである。その具体例は，リースバック取引である。SIC 27では，「リースの法形式を伴
う一連の取引は，全体的な経済効果が一連の取引全体を参照しなければ理解できない場合は，関連づけて 1
つの取引として会計処理しなければならない。これは，例えば，一連の取引が緊密に相互に関連があり，1
つの取引として交渉され，同時または一連のつながりの中で行われるような場合である」（SIC 27, par.3）と
して，その対象を述べている。そうした取引の判断規準として，次の 3つの指標を挙げている（SIC 27,
par.5）。a）企業が現資産を所有することによって生じるすべてのリスクおよび経済価値を保持し，契約の前
と同様の使用権を実質的に享受していること，b）契約の主要な理由が特定の租税上の成果を生み出すことに
あり，資産を使用する権利の移転ではないこと，c）オプションが，その行使がほとんど確実となるような契
約条件で含まれていることである。こうした指標に照らして，契約がリースの形式をとりながらも IAS 17
に規定されるリースではないと判断することになる。
5 IFRIC 4については石井（2010）による解説がある。
6 これは購入者の側に価格リスクがあり，供給者の資本回収の確実性を保証するためであると解される
（IFRIC 4, BC 36）。
7 2010年公表の公開草案の内容については菱山（2011），再公開草案の内容については佐藤（2013, 2015）
を参照されたい。
8 2010年の公開草案では，会計基準内にではなく，付録 Bとしてこれに相当する内容を簡素に記していた。
そこでは，再公開草案と同様に，リースの定義との関連で，ある契約がリースであるか否かの判断を（a）契
約の履行が特定資産の提供に依存していること，（b）契約が特定資産の使用を支配する権利を移転すること，
に照らして行うべきことが規定されていた（IASB, 2010, B.1から B 4）。
9 リースの識別および分類後に行われる具体的な会計処理については，次号において IFRS 16を検討する論
稿の中で明らかにする。
10 こうした懸念は，例えば Gruber（2013）, S.2224で指摘されている。
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